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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

提出会社の経営指標等 

  

   

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は持分法適用の関係会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりま

せん。 

４ 第58期第３四半期累計期間及び第59期３四半期累計期間並びに第58期の「潜在株式調整後１株当たり四半期

(当期)純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

当第３四半期累計期間において、当社及び非連結子会社(１社)が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第３四半期 
累計期間

第59期
第３四半期 
累計期間

第58期

会計期間
自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日

自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高 (千円) 12,040,992 11,834,270 17,220,203 

経常利益 (千円) 648,114 390,588 870,127 

四半期(当期)純利益 (千円) 240,158 184,504 376,876 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 970,400 970,400 970,400 

発行済株式総数 (株) 6,278,400 6,278,400 6,278,400 

純資産額 (千円) 5,704,854 5,795,925 5,847,412 

総資産額 (千円) 9,134,868 8,446,971 10,522,335 

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 39.78 30.68 62.42 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期(当期)純利益金額 

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 25.00 

自己資本比率 (％) 62.5 68.6 55.6 

回次
第58期

第３四半期 
会計期間

第59期
第３四半期 
会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日 
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 10.69 10.69 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中における将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであり

ます。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期累計期間における日本経済は、東日本大震災の影響により厳しい状況にありましたが、

国内需要は被災した設備の修復に伴う設備投資や個人消費などは底堅く推移しております。ただし、海

外経済の減速や円高などにより、その動きは弱いものでありました。 

日本経済の先行きは、各種の政策効果などによる景気浮揚効果への期待はあるものの、欧州の政府債

務危機による海外景気の下振れ懸念などを背景に不透明な状況にあります。 

情報サービス産業におきましても、景気の先行きに対する不透明感により、企業のＩＴ投資に対する

慎重な姿勢は変わらず、情報サービス産業にとって厳しい経営環境が続いております。 

このような環境のもと当社は、お客様のＩＴ投資動向に機敏に対応し、受注の確保・拡大、製造工程

の価格競争力強化、新たな市場・事業の獲得を重点施策として取組んでまいりました。 

当第３四半期累計期間の業績は、金融分野は堅調に推移しているものの、法人分野が低調に推移した

ことにより、売上高は 11,834百万円（前年同期比 1.7%減）となりました。利益面では、厳しい受注環

境の影響から稼働率が改善しないことや、一部開発案件において不採算案件が発生したことなどにより

売上総利益が減少し、営業利益は 361百万円（前年同期比 35.6％減）、経常利益は 390百万円（前年

同期比 39.7％減）、四半期純利益は 184百万円（前年同期比 23.2％減）となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 経営成績の分析  

① 売上高 

当第３四半期累計期間の売上高は前年同期に比べて 206百万円減少し、11,834百万円(前年同期

比1.7％減)となりました。 

 売上高の業種分野別の内訳は次のとおりであります。 

金融分野は、保険関連向けの新規システム開発案件が低調に推移しておりますが、新制度の創設

に伴う銀行関連向けのシステム開発が増加したことなどにより、前年同期比 3.1％増収の 7,680百

万円となりました。 

法人分野は、電気機器関連向けのシステム開発案件が堅調に推移しておりますが、前期に運輸関

連向けや通信関連向けの大型システム開発が終了したことや震災の影響により新規のシステム開発

案件が低調に推移していることなどにより、前年同期比 10.2％減収の 3,132百万円となりまし

た。 

公共・公益分野は、官公庁・自治体関連向けのシステム開発案件は前年同期並みに推移しており

ますが、エネルギー関連向けのシステム開発案件が低調に推移したことなどにより、前年同期比 

7.2％減収の1,022百万円となりました。 

(単位：百万円) 

業種分野／期 
前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間 前年同期比

増減率 金額 構成比 金額 構成比 

金 融 7,450 61.9% 7,680 64.9% +3.1% 

法 人 3,489 29.0% 3,132 26.5% △10.2%

公共・公益 1,100 9.1% 1,022 8.6% △7.2%

合 計 12,040 100.0％ 11,834 100.0％ △1.7%
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② 売上原価及び販売費及び一般管理費 

売上原価は、前年同期と比べて６百万円増加し、10,173百万円（前年同期比0.1％増）となりま

した。プロジェクト管理を徹底して生産性の向上に取組んだものの、厳しい受注環境の影響によ

り、プロジェクトの利益率が低下したため、売上高に対する比率(売上原価率)が、86.0％と前年同

期比1.5ポイント悪化しました。 

販売費及び一般管理費は、前年同期と比べて13百万円減少し、1,299百万円（前年同期比1.0％

減）となりました。これは、新卒入社者が減少したこと、賞与が減少したことにより、人件費が減

少したことによるものであります。 

③ 営業利益 

上記の結果、営業利益は、前年同期と比べて200百万円悪化し、361百万円(前年同期比35.6％減)

となりました。 

④ 営業外損益 

営業外損益は、前年同期と比べて57百万円減少し、29百万円の利益（前年同期比66.2％減）とな

りました。これは、前年同期と比べて雇用調整助成金による助成金収入が58百万円減少したことに

よるものであります。 

⑤ 経常利益 

上記の結果、経常利益は、前年同期と比べて257百万円悪化し、390百万円(前年同期比 39.7％

減)となりました。 

⑥ 特別損益 

特別損益は、前年同期と比べて118百万円改善し、10百万円の損失（前年同期129百万円の損失）

となりました。これは、前年同期において実質価額の下落による投資有価証券評価損114百万円を

計上したことによります。 

⑦ 税引前四半期純利益 

上記の結果、税引前四半期純利益は、前年同期と比べて139百万円減少し、379百万円(前年同期

比 26.8％減)となりました。 

⑧ 法人税等 

税引前四半期純利益に対する法人税等の負担率は2.3％減少し、51.4％となりました。 

⑨ 四半期純利益 

上記の結果、四半期純利益は、前年同期と比べて55百万円減少し、184百万円(前年同期比 

23.2％減)となりました。また、１株当たり四半期純利益は、前年同期と比べて9.10円減少し、

30.68円となりました。 
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(3) 財政状態の分析 

① 流動資産 

当第３四半期会計期間末の流動資産は7,046百万円となり、前事業年度末と比べて2,101百万円の

減少となりました。主な要因は次のとおりです。 

 
 ※１ 前事業年度に調達した運転資金を返済したことにより減少したものであります。 

 ※２ 当第３四半期の売上高が前第４四半期の売上高に比べて減少したことによります。 

 ※３ 信託受益権及びコマーシャル・ペーパーの購入によるものであります。 

 ※４ たな卸資産のうち、仕掛品の期越え案件の増加によるものであります。 

② 固定資産 

当第３四半期会計期間末の固定資産は1,400百万円となり、前事業年度末と比べて26百万円の増

加となりました。主な要因は次のとおりです。 

 
 ※１ 無形固定資産のうち、社内システム用のソフトウェアの開発等によるものであります。 

 ※２ 保有株式の時価下落によるものであります。 

③ 流動負債 

当第３四半期会計期間末の流動負債は2,596百万円となり、前事業年度末と比べて2,024百万円の

減少となりました。主な要因は次のとおりです。 

 
 ※１ 当第３四半期の外注費が前第４四半期の外注費に比べて減少したことによります。 

 ※２ 前事業年度に調達した運転資金を返済したことにより減少したものであります。 

 ※３ 賞与の支給等によるものであります。 

 ※４ 法人税、住民税及び事業税の納付によるものであります。 

 前事業年度末
当第３四半期
会計期間末

増減 要因

現金及び預金 4,199百万円 2,888百万円 △ 1,311百万円 ※１、３

売掛金 3,684百万円 1,832百万円 △ 1,852百万円 ※２

有価証券 －円 600百万円 600百万円 ※３

たな卸資産 620百万円 1,060百万円 440百万円 ※４

 前事業年度末
当第３四半期
会計期間末

増減 要因

無形固定資産 29百万円 62百万円 32百万円 ※１

投資有価証券 643百万円 620百万円 △ 23百万円 ※２

繰延税金資産 16百万円 42百万円 25百万円 ※２

 前事業年度末
当第３四半期
会計期間末

増減 要因

買掛金 717百万円 536百万円 △ 181百万円 ※１

短期借入金 2,047百万円 950百万円 △ 1,097百万円 ※２

未払費用 1,243百万円 725百万円 △ 517百万円 ※３

未払法人税等 253百万円 ９百万円 △ 243百万円 ※４
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④ 純資産 

当第３四半期会計期間末の純資産は5,795百万円となり、前事業年度末と比べて51百万円の減少

となりました。主な要因は次のとおりです。 

 
 ※１ 当第３四半期会計期間末の利益剰余金の増加は、繰越利益剰余金の増加であり、その内容につきま

しては「（2）経営成績の分析」をご参照下さい。 

 ※２ 資本政策目的で取得した自己株式の増加によるものであります。 

 ※３ 保有株式の時価下落による評価差額減少によるものであります。 

(4) 生産、受注及び販売の実績 

当社は、開発から運用・管理までの一貫したシステム開発サービス及びシステム製品の販売等を一体

とするシステム開発事業を営んでおり、当社におけるセグメントは、「システム開発」のみの単一セグ

メントであります。 

なお、当社においては、開発システム等の納期が、得意先の期末（多くは３月）に集中する傾向が顕

著であります。このため、売上高等は第４四半期会計期間に偏重する傾向があります。 

① 生産実績 

当第３四半期累計期間における生産実績は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

② 受注実績 

当第３四半期累計期間における受注実績は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は、販売価格で記載しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 前事業年度末
当第３四半期
会計期間末

増減 要因

利益剰余金 4,248百万円 4,282百万円 33百万円 ※１

自己株式 △ 204百万円 △ 248百万円 △ 44百万円 ※２

その他有価証券評価差
額金

0百万円 △ 40百万円 △ 40百万円 ※３

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

システム開発 10,173,561 +0.1 

合計 10,173,561 +0.1 

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

システム開発 10,372,493 △6.7 4,078,486 △21.5

合計 10,372,493 △6.7 4,078,486 △21.5
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③ 販売実績 

当第３四半期累計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

(6) 研究開発活動 

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は13百万円（前年同期は１百万円）であります。 

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動に重要な変更はありません。  

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

システム開発 11,834,270 △1.7

合計 11,834,270 △1.7

相手先

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 2,353,875 19.5 1,786,063 15.1 

㈱セゾン情報システムズ 869,551 7.2 1,225,988 10.4 

富士通㈱ 1,650,618 13.7 976,301 8.2 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000 

計 25,000,000 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,278,400 6,278,400 
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株
であります。 

計 6,278,400 6,278,400 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成23年12月31日 ― 6,278,400 ― 970,400 ― 242,600 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成23年12月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 400株含まれており、

当該株式に係る議決権 ４個を議決権の数から控除しております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式 60株が含まれております。  

  

② 【自己株式等】 

平成23年12月31日現在 

 
  

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  295,700 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,952,500 59,521 ― 

単元未満株式 普通株式  30,200 ― 一単元（100株）未満株式

発行済株式総数 6,278,400 ― ―

総株主の議決権 ― 59,521 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
ティーディーシーソフト
ウェアエンジニアリング
株式会社 

東京都渋谷区千駄ヶ谷
5丁目33番６号 295,700 ― 295,700 4.7 

計 ― 295,700 ― 295,700 4.7 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成23年10月１日か

ら平成23年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)に係る

四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目か

らみて、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げな

い程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。なお、利益

基準は当第３四半期累計期間において一時的に大きくなったものであります。 

 ①資産基準       1.4％ 

 ②売上高基準      0.5％ 

 ③利益基準      △6.1％ 

 ④利益剰余金基準    0.1％ 

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

  

  

  

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,199,426 2,888,018

売掛金 3,684,515 1,832,069

有価証券 － 600,420

たな卸資産 620,579 1,060,627

繰延税金資産 545,631 545,631

その他 98,320 120,081

貸倒引当金 △123 △119

流動資産合計 9,148,349 7,046,729

固定資産   

有形固定資産 68,933 61,790

無形固定資産 29,610 62,103

投資その他の資産   

投資有価証券 643,663 620,432

関係会社株式 37,280 37,280

繰延税金資産 16,726 42,278

差入保証金 563,432 563,514

その他 14,538 12,983

貸倒引当金 △199 △139

投資その他の資産合計 1,275,441 1,276,348

固定資産合計 1,373,985 1,400,241

資産合計 10,522,335 8,446,971

負債の部   

流動負債   

買掛金 717,698 536,172

短期借入金 2,047,000 950,000

未払金 161,504 116,162

未払費用 1,243,188 725,823

未払法人税等 253,265 9,555

役員賞与引当金 38,000 27,750

受注損失引当金 37,101 17,493

その他 123,362 213,974

流動負債合計 4,621,120 2,596,931

固定負債   

長期未払金 30,100 30,100

資産除去債務 23,701 24,014

固定負債合計 53,801 54,114

負債合計 4,674,922 2,651,045
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成23年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 970,400 970,400

資本剰余金 831,739 831,739

利益剰余金 4,248,695 4,282,257

自己株式 △204,275 △248,332

株主資本合計 5,846,559 5,836,064

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 853 △40,138

評価・換算差額等合計 853 △40,138

純資産合計 5,847,412 5,795,925

負債純資産合計 10,522,335 8,446,971
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(2)【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 ※  12,040,992 ※  11,834,270

売上原価 10,166,878 10,173,561

売上総利益 1,874,114 1,660,709

販売費及び一般管理費 1,312,545 1,299,333

営業利益 561,568 361,376

営業外収益   

受取利息 2,724 4,641

受取配当金 14,898 17,511

助成金収入 68,664 9,800

その他 7,742 5,449

営業外収益合計 94,029 37,402

営業外費用   

支払利息 7,483 7,921

その他 － 269

営業外費用合計 7,483 8,190

経常利益 648,114 390,588

特別利益   

貸倒引当金戻入額 30 －

特別利益合計 30 －

特別損失   

投資有価証券評価損 114,355 10,639

固定資産除却損 60 355

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 15,029 －

特別損失合計 129,445 10,995

税引前四半期純利益 518,699 379,592

法人税等 278,541 195,087

四半期純利益 240,158 184,504
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

【会計方針の変更等】 

該当事項はありません。 

  

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 
  

【追加情報】 

 
  

【注記事項】 

(四半期損益計算書関係) 

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。 

 
  

当第３四半期累計期間
(自 平成23年４月１日  至 平成23年12月31日)

（税金費用の計算） 

税金費用については、当第３四半期会計期間を含む当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。ただし、当該見積実効税率を用いて法人税等を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実

効税率を使用する方法によっております。 

当第３四半期累計期間
(自 平成23年４月１日  至 平成23年12月31日)

第１四半期会計期間の期首以後に行なわれる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日  至 平成22年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日  至 平成23年12月31日) 

※ 当社は、官公庁や企業のシステム開発を主たる業務

としており、得意先の期末（多くは３月）に納期が

集中する傾向が顕著であります。このため、売上高

は第４四半期会計期間に偏重する傾向があります。 

  
同左 

   

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日  至 平成22年12月31日)

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日  至 平成23年12月31日)

 減価償却費 14,234千円 減価償却費 16,168千円
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(株主資本等関係) 

 前第３四半期累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

  
 １ 配当金支払額 

 
  

 ２ 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

３ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前事業年度末と比較して著しい変動がありません。 

 当第３四半期累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

  
 １ 配当金支払額 

 
  

２ 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

３ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前事業年度末と比較して著しい変動がありません。 

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)及び当第３四半期累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

当社は、「システム開発」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 150,946 25 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 150,943 25 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 39円78銭 30円68銭

（算定上の基礎）  

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 240,158 184,504 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 240,158 184,504 

普通株式の期中平均株式数(株) 6,037,789 6,014,065 
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該当事項はありません。 

  

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年２月３日

ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社 

取締役会  御中 

 
  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテ

ィーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第

59期事業年度の第３四半期会計期間(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期累計期間

(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半

期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株

式会社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

有限責任監査法人 トーマツ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    三 澤 幸 之 助    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    中 島 達 弥     印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年２月８日 

【会社名】 ティーディーシーソフトウェアエンジニアリング株式会社 

【英訳名】 TDC SOFTWARE ENGINEERING Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 谷 上 俊 二 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役管理本部長 岩 田  伸 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区千駄ヶ谷五丁目33番６号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 



当社代表取締役社長谷上俊二及び取締役管理本部長岩田伸は、当社の第59期第３四半期(自 平成23年

10月１日 至 平成23年12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載さ

れていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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